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消費需要の移動と不安定性
佐 藤
?
人
1 問題
資本制経済では商品市場の均衡（需給一致），資本設備の正常稼働を充す発展
経路は不安定である1)。もちろん，これに対して反対に作用する要因が数多く
挙げられる。本稿の目的は，その一つ・・・消費需要の部門間移動が不安定性に対
して持つ影響を検討することである。
2 モデル2)
2部門経済で考える。
生産技術について，次のように仮定する。第 i財を一単位生産するのに，第
1財がの単位，労働が乃単位必要である。 (i=l,2)したがって，各財の生産
量を必とすれば補填需要（第1財に対する）は
(1) a1ふ+aふ
である。また，各部門での雇用量は T;ふである。 したがって，貨幣賃金率を
W と書けば，貨幣賃金 Wは
(2) W=w(rふ＋てふ）
である。これが労働者の消費財源である。
1)たとえば，置塩信雄「現代経済学』筑摩書房， 1977年。
2)置塩信雄『蓄積論」筑摩書房， 1976年， 181-99ページを参照した。
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資本家は，投資需要（貨幣単位）の一定割合を消費財源とすると仮定する。し
たがって各部門の投資需要（実物単位）を[;と書けば， 資本家の消費財源 Cは
(3) C=年Iけ /2),P.>O, 
であるい。かは第 1財の価格。
彼らの消費行動について，次のように仮定する。彼らは商品の価格，貨幣賃
金率を所与とみなし，効用を最大ならしめるよう消費財源を支出する。効用関
数を
(4) び＝屁logY1杵紀IogY21,O<屁，屁<1,屁+b21=1,j=c, w, 
とする4)o Cは資本家を， W は賃金労働者を示す。また， Y11は第 1財の購入
量（実物単位）であり， Y社は第2財の購入量である。したがって， たとえば
Y2cは資本家の第2財購入量（消費用の）である。かくして彼らの問題は
屁IogY11+b社 IogY21 を最大にせよ。ただし， P1Y11+加Y21~W C資本家
の場合はC)
である。かは各財の価格。この条件付最大問題の答は次のとおりである5)。
(5) L=b11IogY11+b21IogY21+.l.(W-p江11-P2幻）
に関して
(6) L;=O, i=l, 2, 
(7) L入=O,
Lu L12 /1 
(8) L21 L22 /2 >O, 
f1 /2 0 
3) C, P1 (li+/2)が貨幣単位であるから，μ は無名数。
4) E. R. Weintraub, General Equilibrium Theory, Macmillan, 1974, p. 20を参照
した。
5) J. Quirk and R. Saposnik, Introduction to General Equilibrium Theory and 
Welfare Economics, McGRAW-HILL, 1968, pp. 53-4を参照した。
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ここで， L戸 aL/aY/,L入=aL/aA,f=W-P1幻ー加Y21である。
(6), (7)を実際に計算し， (Y1i, Y: が， A)に関して解くと
(9) Y/=臀i=l,2, J=W, C, 
をえる。また， (8)を実際に計算すると
刈願+b社（妙>O
である。
さて各財の需給一致は， (1)を考慮すればさしあたり
ふ=aふ +aふ＋咋+Y1w伍 +/2,
ふ=Y2C+Y2見
と書くことができるが， (2),(3), (9)を考慮すると
ふ=aふ +aふ＋＋b1cU1 +/2) b1ww(-r1X1サふ）μ D. +/1 +f: 幻
(10) 
ふ＝b討P1U1+/2) b2 .W(t"1X1サふ）μp2 ＋ P2 ， 
となる。
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さらに第2財ではかった実質賃金率w!P2,相対価格が／加を，それぞれ
Ul R=w!P2, P=加IP2
とすれば， UO)は
砧 b1"'Rふ =aふ +aふ＋ー(Ii+/2) +ー(,1ふ＋てふ）+/1+/2, 
U2lμp 
ふ＝b討pμ (Ii +/2) +b2,.R(,1ふ+,ふ），
となる。
資本家の生産決定態度について，次のように仮定する6)。各部門の資本家が
所有している資本量を氏と書こう。これを完全に稼働させたときの生産量を
ふ＊とすれば，
6)置塩信雄，前掲書， 76-8ページを参照した。
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(13) ふ＊＝氏/a;
である7)。X戸ふ＊のとき(12)が成立するならば，完全稼働，市場均衡が実現し
ている。では， X1=/:X;*のときはどうなるか。完全稼働が破れることによって
市場均衡は維持される (U2lが成立する）と想定するs)。そして，現実の生産量と
完全稼働のときの生産量との比（稼動率）をかと書くと
(14) 8戸ふ／ふ＊，
である9)。
資本家は利潤率Tiによって稼働率を決定すると仮定し
(15) 8戸 B(r;),B'>O 
とする。ここで利潤率mを，
(16) r1 = P1-(P辺1+wr1) 加ー <P辺2+w五）, r2= P辺 1 P辺 2
と定義する10)。したがってl1U,(16)を考慮すれば'(15)は
(17) 8;=8{r;(p, R)) 
と書くことができ
881 8'Rr1 
ap P如 >O, 
些'=ーとaR Pa1 <o, 
(18) 叫が(l-Rr2)＝一ap P困 <oP) 
知＝一吏
aR Pa2 <o, 
をえる。
7) -r;X,*の労働が調達可能ということである。
8)実際には，完全稼働，市場均衡ともに破れるだろうが。
9)稼働率を第一財使用蘊
第一財保有量
10)賃金後払いの前提。
11) r2>0を仮定。
と考えてもよい。
U9l 
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さて， U2lをふで割り， U3),(14lを考慮すると
むk b1 wRr1 む b1w五R b1c 叶—a1― p )-a; 伝+p ) = (μ+1) (g伐十g2),
b2wr1RむK む
a1 a2 
＋ー(1-b凸 R)=辺
μ (g伐十g2),
をえる。ここで， g1=IJK1,k=応 IK20
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(g1, g2, k)が決れば， U9)によって (P,R)が決る。したがって， (16)より利潤
率が， U5)より稼働率が決まる12)。
資本家の資本蓄積率g;決定態度について，次のように仮定する。． 
(20) g;=F(ふー l),F'>O, F(O) =0 
ここで， g=dg/dt。また，その定義より
(21) k/k=g1 -gz. 
閻， (19),(20), (21)でモデルが完結した。未知数は， g;,o;, k, P, R。
3 均衡発展
両部門で完全稼働が行なわれ (B;=1)部門比率が一定値をとる (k=k*)よう
な発展経路は存在するだろうか13)0
ふ=1ならば(20)より gは一定値をとる。また， Kが一定値をとるとき'(21)よ
りg1=g2である。これを g*と書こう。 (19)より
ai{b託(p*a2+b1w五R*)+ (b1 C +μ) (l -b2wて2R*))(2) k* =-
a2 {b祈(p*-p*a1-b1w•1R*) +(b1C+μ)b2w五R*)'
(23) g*= μ{(1-a1)Cl一五R*)-a1五R*)(1 +μ)a砂＊＇
12) しかし，稼働率が決らないとU9)によって (P,R)が決らないではないかという疑問に
対して。 (g;,k)に対してU9lが成立しないような(P,R)であれば諸価格， したがって
利潤率，稼働率が変動し，結局⑱）が成立する。この調整過程の収束を前提している。
1 13)か=1に対応する利潤率T;=r*>Oを前提する。このとき，―-l-a1---r1R* _ a1(P*) 
誌（声ー 1 —誓）=r*, a(r*)=l. 
102 闊西大學「経清論集」第28巻第 1·2·3•4 号
をえるm。
(23)より， g*は消費態度(b/)の影響を受けないことがわかる。 k*がb/の影
響をどのように受けるかをみよう。 (2)より， b1wがより大 (b2Wがより小）であ
れば， k*はより大となることがわかる。逆は逆。また'(22)より， U9)を考慮すれ
ば
ak* a沙*(1+μ)g*(l +k*) {b討μa1(p*a2 +b1 w't'2R*) 碑函＝
をえる。
a出 k*{b祈(p*-p*a1-b1w'Z'1R*) 
+b2wμaが1R*(b/+μ)+blP*(b1c +μ)g*(l +k*)) 
＋（記+μ)b2WT1R*)2 >O 
結局， bハまg*に影響せず， b1;がより大 (bががより小）であれば， k*はより
大となることがわかった。この経済的理由は説明するまでもなかろう。
4 不安定性
'U9)'(20)'(21)を (g1,g2, k)に関する微分方程式系とみて， 均衡 (g*,g*, k*) 
の安定性を検討しよう。
まず， (P, R)が均衡近傍で (g1,g2, k)によってどのように規定されている
かをみよう 15)。U9)を (P,R, g心に関して微分すると
b C 
_!_+1 
Ci1 C12 apμ 
C!l (らc,J[,R)~ いl励g,
である。ここで，
14) (1 -a1) (1 -i-2だ）一a1i-1R*>0を前提する。これは実質賃金率が R*のとき両部
門で利洞が存在する条件である。置塩信雄，前掲書， 44-8ペー ジ参照。
15)ある期の (g1,g2, k)が決ればUり， U9lによって， その期の (P,R)が決まる。する
と'(20),(21)によって次期の (g1,g2, k)が決まる。
(26) 
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C11=~ 包'°R(翌＋叫＋叶(P-Pa1-bi'°Ri-1)慰
+(paけ砂R)国｝〕，
知嘱—b1'°(翌+~)+a'{-CP-Pa1-bi,. Ri-1)品
+(paけ砂R)品｝〕，
C21= 一炉g~+k)-ffe{b2'°k(舟）2 +(l-b2'°R:: 畏(1-R叫，
年＝ー記（翌＋紛+f{b2wkR(罰—'1'2(1:!~'°R叫，
である16)。したがって
(27) 
虹~+1 年
apμ 
＝ 
8g1 立
μ C22 
b C 
C11 L+1 
aRμ 
＝ 
8g1 C21虻
μ 
である。ただし
(28) .d =I ご：~:I 
k+』，
k+.d, 
である17)。同様にU9lを (P,R, g2), (P, R, k)に関して微分すると，
b C 上—+1 C12 apμ 
(29) 
1 ap -= +.d=--
8g2 凶 kag1' 
μ C22 
16)均衡での値である。以下同様。
17) .4<0は35ページで示す。
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麟-1:訃-t麟，
(30) 
ヽ．~?ー?
?? ? ?、 ー ? ???、?ー???ー
?
?>
Ci2 
+.d, 
C22 
誓-: ー:;ー：｀函）+g(~+,) I +4. 
をえる。
他方，均衡からの乖離 (g1-g*,g2-g*, k-k*)を（ふ Y,z)と書くと， U9),
(20)'(21)の一次近似系は，
“ 
(31) I y 
?
F'知'F'些，些'1X 
ag1 ag2 F ak 
F'知 F'些~F'墜月 IY
ag1 ag2 ak 
k -k ??
である。 (31)の固有方程式 'P(P)=Oは，
p-F'知 -F'堕・-F'釦
ag1 ag2 ak 
(32) <p(p) =I -F'知 p-F'邑 -F'魯I=O, 
ag2 ag2 
-k k P 
である。 (31)が安定であるための必要十分条件は'(32)を
<p(p) =炉+b1炉+b2P+ba
と整理したとき
b1, b2, 妬>o,b1b2一妬>O,
である。
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妬=<p(O)<Oであることをみよう。 (32)より
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8釘- a釘~ 統1
ag1 ag2 ak 
(3) rp(O)=(F')2k 8ふiaふ!882 
ag1 ag2 ak 
-1 1 ?
である。
(34) 
声→'(些逆亭昭）ag; ap ag; aR ag; であるから， US),(29)を考慮すると
<p(Q) = (F'o')2,1(1 +k) 
炉a辺 2
ap aR 
ag1 ag1 
ap aR 
ak ak 
である。さらに,(27), (30)を考慮すると
(35) rp(Q) = (F'8')2,1(1 +k) {(b1c+μ)b2叫:1R+b託(P-Pa1-b1w五R)¥μがa12a2.:I
をえる。 」の符号を調べよう。 (26)より 4はa'に関する二次式になることがわ
かる。 4をがに関して整理すると
(0')2の係数＝一•1g(l +k) b祈μ(fta2+b1wて2R) b2wμ,1R(b1 C +μ) 炉a辺2μ2{ a2 + a1' 
＋（砧+μ)b2cPgO+k) }<o, 
a'の係数＝一―〔1 b1wて江2 •1k(b1 w +b2wPa心炉 a社 ＋ pa辺 22 
+P-Pap~ がwR,1 {b2い（翌+~)+b託•1kP!Cl+k)} 〕<o, 
(8')0の係数＝ーゲ（這占）｛汽（国占） +b託g(l+k)<o a1 a2 a1 a2μ}' 
である。 a'>Oであるから.&<0であることがわかる。（図を参照）それ故， ba
く0, したがって(31)は不安定である。だから， モデル(17),(19), (20), (21)は不安定
である 18)。
18)射の存在故に不安定となるのではない。 b1i=O(bが=1)の場合と比較せよ。
106 闊西大學『継清論集』第28巻第1・2・3・4号
j 
8' 
1978年4月
